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はじめに

　6月まで国土技術研究センターの理

事長を務め、在職中、ご指導ご鞭撻を

いただいた本日参加の皆さま方にお礼

を申し上げます。現在、国土政策研究

所の長を務めています。

　高齢化が進み、世界との関係が変わっ

てくる中でいろいろな状況の変化を踏

まえ、社会資本整備は、その構想、あ

り方を研究しなければならない状況に

あります。当面の課題解決も大事です

が、中長期的な視点からインフラにつ

いて考えようと、この国土政策研究所

を整備し、理事長と兼務してきました。

　このたび谷口博昭君を理事長に迎え

たのを機会に、私は当研究所に移り、

少し違う観点から考えていきたいと思

います。引き続きご指導のほどお願い

申し上げます。

　先ほど午前中に進士先生から大変貴

重なお話をいただきました。デザイン、

ランドスケープ、いろいろな切り口が

あったと思います。私の理解の仕方で
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社会資本にまつわる
７つの誤解・曲解・無理解

言えば、「教養ある土木になれ」との

メッセージと思います。いろいろな受

け止め方ができると思いますし、皆さ

んもそれぞれの受け止め方をされたで

しょうが、私はこの先生のお言葉を

拳々服膺しながら自分の研究に生かし

ていきたいと考えています。あらため

て、ありがとうございました。

　さて、本日のテーマは「社会資本に

まつわる 7つの誤解・曲解・無理解」

としています。本日皆さんと考えたい

切り口は社会資本整備です。この言葉

は公共事業とも表現されます。道路を

つくるにしても、河川を改修するにし

ても、都市を整備するにしても多くの

部分が公共事業として行われています。

　この公共事業という言葉は当然です

が、今年の予算はいくら、昨年に比べ

て伸びがどうかという、フローを示す

言葉です。しかし、社会資本、インフ

ラストラクチャーは整備されストック

になって初めて効用を発揮します。

　ストックがインフラ整備、社会資本

整備の成果ですが、公共事業という言

葉を使っていたのでは、そのことが理

解されません。あるいはあえて理解し

ようとしない方が非常に多いのではな

いかと思います。

　なぜそんなことになっているのか、

その理由は何なのかと、自分なりに考

えてきました。その一端を述べ、皆さ

んの今後の研究や活動の参考にしてい

ただければと思います。

国土に働きかけなければ、
国土はわれわれに恵みを返さない

　国土技術研究センターの略称、

JICEのCはConstructionでしたが、

このたび Country-ology（カントリ

オロジー）、国土学に変更しました。

国土に働きかけなければ、国土はわれ

われに恵みを返さない。当然のことで

すが、そのことがなかなか理解されて

いません。

　また、国土は働きかける度合いに応

じて、われわれに恵みを返してくれま

す。森林をしっかり管理すれば森林の

役割を果たしてくれ、荒れ地を耕作地

に変えれば実り豊かな作物を与えてく

れます。都市が効率的に整備されれば
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われわれは都市間競争においても優位

に立つことができます。

　道路がネットワークとして整備さ

れ、鉄道、空港、港湾がつくられ、そ

して河川の改修で降雨がしっかり海ま

で流れる状況ができれば、われわれは

安心して暮らすことができ、効率的、

快適に暮らせるという国土からの恵み

を得ることができます。

　公共事業という言葉から、こうした

世界は本当に見えてくるのでしょう

か。これが今回、一貫して私がお話し

したいことです。

　自然災害からわれわれが救われる、

あるいは持続可能な環境を次の世代に

引き継いでいく。そのためにも、われ

われは国土によりよい形で働きかけ、

よりよい形で恵みを得なければなりま

せん。この世界は公共事業という言葉

では見えてこないことを繰り返し言わ

せていただきます。

国土への働きかけを時間軸で考える―
どう改善し、次世代に引き渡すか

　国土への働きかけについて時間軸と

空間軸に分けて考えました。まず時間

軸で言えば、私たちの世代だけが国土

に働きかけているわけではありませ

ん。私たちの先輩たちもそれ以前も、

われわれ日本人は日本国土の上に住み

始めてから、この国土に働きかけるこ

とにより恵みを得てきました。

　例えば明治の初めに在来線の鉄道を

敷いてくれたゆえに、われわれはその

鉄道を利用できています。山手線をつ

くる資金を出した人は、今日この会場

の中には誰もいません。既に亡くなっ

た人々の出資によって山手線はできて

いるわけです。また、その山手線に電

気を送るために信濃川に発電所をつ

くった人々も現世にいません。われわ

れはその恩恵のもとに山手線を利用す

ることができています。

　では、私たちは次の世代のために何

を用意し残していくのかという観点が

ぜひ必要です。過去の長年の国土への

働きかけの努力が結実した現在の国土

を、どのように改善して次の世代に引

き渡すのか。これは、公共事業という

言葉を使っていては見えてきません。

それは、公共事業費という言葉がフ

ローの表現でしかないからです。公共

事業費ではなく、国土経営費、あるい

は国土環境改善費という言い方に変え

ていれば、ストックのイメージが持て

たのにと思っています。

国土への働きかけを空間軸で考える―
日本は経済競争力を
どう発展させていくか

　国土への働きかけについて空間軸で

言えば、私たち日本人だけが国土に働

きかけているのではありません。中国

は速度違反的に国土に働きかけ、アメ

リカもEUも国土への大きな働きかけ

をしています。日本では、私の現役時

代に比べて今日の国土交通省道路局の

予算は激減しています。

　一方、アメリカの道路投資額は

2011 年、2012 年に史上最大規模を更

新し、道路整備に力を入れています。

そのことをバラク・オバマ［Barack 

Hussein Obama, Jr.］大統領は繰

り返し演説しています。効率的な国土

をつくることによって経済的にも軍事

的にも強いアメリカであり続けようと

する努力が、道路整備に現れています。

彼らの国のインフラが彼らの国の経済

競争力を規定するからです。こうした

ことは、日本ではほとんど報道されて

いません。

　かつて「道路国会」と呼ばれた国会

審議がありました。そこでは、マッサー

ジチェアを買ったから道路特定財源は

けしからん、道路整備特別会計がある

からだなどと言われ、まさにフィー

バー現象でした。マッサージチェアが

出てきたと思えば、タクシー券、野球

道具、カラオケセットが出てきたので、

それが毎日繰り返し報道され、国会で

もそうした議論ばかりでした。

　しかし、当時の国会で、世界の道路

に比べわが国の道路がどこまで完成し

ているかが真剣に議論されたでしょう

か。あるいはマッサージチェアなどが

問題化された時に、日本のメディアは

国会でまともな道路議論ができていな

いと批判をしたでしょうか。全くなさ

れていません。

　マッサージチェアやカラオケについ

ては、当時から分かっていましたが、

法律が許している福利厚生費の範囲内

でした。道路整備特別会計以外の会計

でも買っていました。しかし、そのこ

とは全く報道されませんでした。

　とにかく道路整備特別会計や道路特

定財源が問題だと、道路たたきフィー

バー一色でした。一番肝心な、私たち

の道路が私たちの活動を支えるために

十分なレベルまで整備されたかどうか

といった議論はほとんどなかったので

す。

　空間軸で私たちのインフラを眺める

と、道路づくりは全くドメスティック

な営為であり、この国土の中で整備す

るものです。河川整備にしても同様で

す。日本の治水安全率は他の国のレベ

ルに比べてどうなのか、日本人だけが

年中洪水に遭うような環境なのかどう

か、あるいは道路について、時速

100km で走れるネットワークをどれ

ほど持っているのか持っていないの

か、こうしたことが国会で議論されな
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ければならなかったのではないでしょ

うか。

　後述しますが、イギリスのキャメロ

ン［Dav i d  W i l l i am  Don a l d 

Cameron］首相は、インフラが国の

経済競争力を規定すると言っていま

す。残念ながら日本では、公共事業、

インフラストラクチャーを空間軸で見

る、あるいは国際比較で見ることがほ

とんどないままに推移しています。

江戸初期の土木による国土開発が
耕地面積・石高・人口を増加させた

　われわれが過去から受けている恩恵

について考えてみます。例えば 1600

年の関ヶ原の戦いによって戦国時代が

終わり、［1615 年（元和元）の大坂夏

の陣により］元和偃武の時代になりま

した。各大名はそれまでに培った技術

力、組織力を用いて領土の開発に努め

ました。

　土木学会の土木工事史を見ると、

1600 年代は過去に比べて極めて多く

の工事がなされ、その痕跡は日本中に

残っています。例えば私がかつて勤務

をしていた沼津の周辺［裾野市］には

内村鑑三［1861‒1930］が紹介した深

良用水があります。これは 1600 年代

に完成した用水で、芦ノ湖の水を裾野

市の方に引く大工事でした。その結果、

かなり大きな耕作地が生まれていま

す。こうした豊かな緑をもたらした事

例が、全国にいくつも残っています。

結果として 1600 年代には急激に耕地

面積が増えました。

　伊達正宗［1567-1636］は太平洋側

に流れていた北上川を改修して、内湾

に流れるようにしました。その結果、

不確かですが 30 万石もの石高増が生

まれたと言われています。

図表 1　

　900 年から 1900 年ころまでの人口、

耕地面積、石高の推移［図表 1］を見

ると、耕地面積の拡大が石高の拡大を

生み、そして人口の拡大を生んだこと

が分かります。1600 年ごろ約 1,000

万人だった人口が、1721 年には

3,000 万人を超えています。

　これが分かっているのは、徳川吉宗

［1684‒1751］が庶民まで含めた人口調

査をしたからで、これは世界初の人口

調査でした。吉宗の時代にはイギリス

のジョージ 1 世［George Ⅰ 1660‒

1727］など世界に多くの統治者がいま

したが、彼らにとって庶民の人口は全

く関心外でした。しかし吉宗はその天

才性で、人口が生産力を規定している

らしいと気づきました。

　吉宗は 1721 年から 6 年ごとに人口

調査をすることに決め、その結果、江

戸時代の人口について、現在のわれわ

れも知ることができます。しかし後に

幕府の財政が厳しくなり、なかなか調

査できなくなりましたが、石高が増え、

人口 3,000 万人以上で幕末を迎えるに

至りました。

　今も人口調査を国勢調査と呼ぶよう

に、人口は国の勢いです。3,000 万人

の人口で幕末を迎えたがゆえに、日本

は欧米列国の植民地にならずに済んだ

のではないかと思います。それを可能

にしたのが、先述の、江戸時代初め

1600 年代の土木による国土開発とは

言えないでしょうか。

江戸時代の土木事業の成果が
今の治水安全性の基本となる

　関東では、徳川家康［1542-1616］

が利根川を東に、荒川を西に流路を替

えました。その結果、江戸は中小洪水

からは救われました。家康は、東北か

ら房総半島をぐるりと回って江戸湾に

入っていた物流を、銚子で陸揚げし、

そこから運河をつくって江戸に運ぶ計

画を考えていたとも言われています。

　この利根川の東遷事業は 1594 年か

ら 60 年の歳月をかけ、1654 年の赤堀

川の通水でほぼ完成しました。私はこ

の 1600 年代前半の土木事業を昔々の

物語として話したいのではありませ

ん。もちろん江戸時代のままではない

のですが、これが、私たちが今日恩恵

を受け取っている東京の治水の原形で

あることを紹介したいのです。

　東京の治水安全性は、家康以降の江

戸時代の成果の上に多くの改良を加

え、荒川放水路［1930 年完成］も含め、

今日に至っています。つまり、江戸時

代からの恩恵を受けているわけです。

それゆえ、過去に荒川放水路がつくら

れて治水したように、私たちも次の世

代のためにより安全な東京をつくり残

していかなければなりません。

　また、大阪では大和川の西遷が行わ

れました。これはわずか 8カ月足らず

の極めて短期間で 1704 年に完成して

います。例えば八ッ場ダムをつくるの

に何年もかかっていることを考える

と、大変な短期間です。大阪平野を流

れていた大和川を堺の方に導くことに

より、大阪の町中が大洪水から救われ

ることになりました。

　これも、1704 年の昔々の物語で済
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ませられる話ではありません。今日わ

れわれが恩恵を受けている大阪の治水

安全性の基本をなし、この延長線上で

われわれはさらなる治水努力を続けて

いるわけです。

過去からの補助金で、東京メトロの
ネットワークは割安で利用できる

　少し突飛な例に思われるかもしれま

せんが、東京メトロについて話します。

その最初の供用は 1927 年（昭和 2）で、

現在の銀座線の上野－浅草間が完成し

ています。当時としては莫大な金額の

数千万円の工事費をかけてつくってく

れました。また、昭和 20 年代に丸ノ

内線をつくるなど、ネットワークをつ

くってくれたがゆえに、東京は安価で

利用できる 200km 以上ものネット

ワークを持っています。

　それにもかかわらず、札幌、名古屋、

京都の地下鉄より安い運賃で利用でき

ます。私は東京駅から 190 円で行ける

エリアを調べたのですが、東京メトロ

全 142 駅のうち 118 駅、83％へ行けま

す。初乗り 1km ～ 6km が 160 円で、

7km ～ 11km が 190 円です。一方、

名古屋駅から初乗り 200 円（1km ～

3km）で行ける駅数は 11 駅で、地下

鉄全 86 駅の 13％です。名古屋にして

も京都にしても初乗りからすぐに料金

が上がります。

　東京メトロの運賃が割安なのは乗客

数が多いことだけではなく、過去から

の補助金を多くいただいているからで

はないかと思っています。

　では、私たちが将来世代に出せる補

助金は何でしょうか。飽食の世代と呼

ばれ、捨てる食料の量が極めて多い食

生活をし、贅沢三昧のわれわれの世代、

そして少ない子どもしか育てなかった

われわれの世代が、将来の世代に対し

て一体何をしていくのか。こうしたこ

とが問われているにもかかわらず、公

共事業という言葉を使い、とにかく少

ない方がいいという議論に終始してい

るのはどうしてなのでしょうか。そう

いう議論は、われわれのインフラが既

にできているのならいいかもしれませ

ん。しかし、そうではないのです。

時速100km以上の道路ネットワークが
英仏独伊と比べて貧弱な日本

　日本が輸出で経済的に競争している

イギリスやフランス、ドイツでは、人

流や物流を支える、制限速度が時速

100km 以上の道路ネットワークがか

なりできています［図表 2］。

図表 2　

　日本も同様に 100km以上で走れる

ネットワークを抽出すると、中央道と

中国道が対象から外れ、あまりにもひ

どい状態で哀れになりました。それで、

日本だけ 2割サービスして時速 80km

以上にしたのですが、それでもドイツ

の 12,174km の半分強の 6,871km で

す。日本海側で供用している道路もあ

りますが、暫定供用や 2 車線供用で

70km規制です。

　ドイツでは推奨速度 130kmのアウ

トバーンのネットワークになっていま

す。ヒトラーがつくったネットワーク

の延長距離は、1990 年の東西ドイツ

合併時には、旧東ドイツで 1.6 倍ほど

になりましたが、旧西ドイツは 3倍以

上に延ばしています。つまり、インフ

ラの効用について、社会主義国は分か

らなかったが、資本主義国は分かって

いたと言えるのではないでしょうか。

　フランスはパリを中心としたネット

ワークで、日本の 1.5 倍以上の延長

10,509km。イタリアは日本よりはる

かにGDP（国内総生産）が少ないの

に、道路延長は日本よりわずかに少な

い 6,532km で、東西のネットワーク

が完成しています。イギリスもロンド

ンからマンチェスターの方向には極め

て稠密で代替性に富んだリダンダン

シーが豊かなネットワークを持ち、道

路延長は日本の1.2倍以上の8,483km

です。

日本の脆弱な国土と
厳しい自然条件の 10 の特徴

　日本の脆弱な国土と厳しい自然条件

を、北米大陸やヨーロッパの中心部分、

あるいは中国の上海から北京のあたり

と比較しながら、10 の特徴に分けて

説明していきます。

　その特徴の一つが、国土の形状です。

日本は細長いがゆえに、高速道路にア

クセスできる人の数を増やすには、比

較的人口の多い海岸線沿いを通るルー

トの整備にせざるを得ません。

　大きく 4島に分かれているのが次の

特徴で、これらをトンネルや橋などで

つなぐことに成功したのは、それほど

昔の話ではなく、1980 年代終わりで

した。

　3つ目の特徴が、脊梁山脈であるが

ゆえに、これを振り分ける形で流れる

河川は急勾配で短く、流域面積が小さ

くなっていることです。このほか、地

質、平野、軟弱地盤の 3つの特徴があ

る脆弱な国土に加え、地震・津波、豪
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雨、強風、豪雪という 4つの厳しい自

然条件も特徴です。

　これら 10 の特徴は重なりあってい

ます。例えば日本は軟弱地盤であるう

えに、世界のマグニチュード 6以上の

地震エネルギーの約 20％が日本で放

出されています。しかも平野はすべて

軟弱地盤で、分断されていて面積も小

さい。そこに豪雨が降り、日本の大都

市はすべて河川の氾濫区域にあり、ま

た、台風の通り道に当たり、中国大陸

の方に向かっていた台風が沖縄あたり

で急カーブを描いて日本列島に沿う形

で通過していきます。さらに、国土面

積の 60％が積雪寒冷地帯です。

　こうした日本が抱える条件を克服す

るために私たちはインフラを整備した

り、防災事業をしたりしているわけで

す。

高速道路は非可住地を通って
可住地と可住地をつないでいる

　日本の国土について小学生に聞く

と、山が多いなどと答え、われわれも

国土についてよく理解しているつもり

でいます。しかし、日本以外の国土が

分かっていないと、日本の国土を本当

に理解できていることにならないのは

当然です。そのため、国土を国際比較

のなかで考える必要があります。

　フランスはフランス平原と言われ、

ドイツはドイツ平原、イギリスはほと

んどが平野で、丘陵地が北の方に少し

あるだけです。一方日本は、先述した

条件を持った脆弱な国土に新幹線を展

開し、港湾を開き、道路をつくらなけ

ればいけません。

　図表 3は標高 500m以下で、勾配が

ある程度緩く沼地でもない可住地を白

く塗っています。この日英仏独を比較

した地図は国土地理院につくってもら

いました。それは、日本は可住地面積

当たりの高速道路延長が世界一だとい

う不可解な主張をする大学教授がいる

からです。

　そもそも可住地面積当たりの高速道

路延長を出して一体何の意味があるの

でしょうか。

　高速道路は可住地だけではなく、非

可住地も通って成り立っています。高

速道路は非可住地を通って可住地と可

住地をつないでいるのに、可住地当た

りの高速道路延長を算出してどうする

つもりでしょうか。

日本は地質が複雑で、
軟弱地盤の上に大都市が立地

図表 4　

　日本ではさまざまな地質が非常に複

雑に混在しています［図表 4］。構造

線がしっかり出ていて、数億年前は全

く違うところにあった地盤が移動し、

日本列島を形成してきたことがよく分

かります。

　一方、イギリスは地質が均一で、複

雑に混在していません。数百万年前の

氷河期、ヨーロッパを覆っていた何

kmもの厚さの氷河が溶けた時に、風

化岩を一緒に運び去ったのでしょう。

パリもベルリンも同様に、風化岩がす

べて流れ、極めてフレッシュな岩盤の

上に都市が成立しています。

　日本は、山岳地帯にだけ氷河があり、

氷河期が終わった時に風化岩がそこに

残りました。そのため、雨が降ると、

風化岩が崩れて流れていきます。少し

の大雨や地震で、すぐ土石流になる。

これもまた、ヨーロッパの国々との大

きな違いです。しかしそれがなかなか

理解されていません。

　日本の大都市はすべて軟弱地盤の上

にありますが、ベルリンやミュンヘン

は違います。

地震が多発する日本では、
それに対応して

構造物を考えざるを得ない

　日本周辺では世界の地震の約 10％、

マグニチュード 6以上の地震では、世

界の 20％程度も発生しています。

写真 1　

　写真 1は左が阪神高速道路の橋脚、

右がパリのシャルル・ド・ゴール空港

のアクセス道路の橋脚で、2車線幅の

橋梁を 1車線使いしています。このア

クセス道路の写真は、日本航空が空港

図表 3　
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に到着した出口付近から撮影され、パ

リに行った多くの日本人が見ていると

思います。

　以前、愛媛県の大洲高校で、その生

徒にこの 2つの橋脚の写真を並べて見

せ、この違いはなぜか尋ねました。東

日本大震災の後でしたから、パリ周辺

では地震がないからではとの答えが

返ってきました。

　しかし、東日本大震災や阪神・淡路

大震災の後でなかったら、フランスの

土木はデザインがいいとかの返答だっ

たかもしれません。ともすると、阪神

高速の橋脚を見て、この無駄なコンク

リートは政治家に資金が流れているに

違いといった方向違いの誤った連想

ゲームになったのではと心配をするほ

どです。

写真 2　

　北京から一番近い万里の長城が見ら

れる八達嶺の近くのカーブ橋が写真 2

です。地震力を考慮したら、このよう

な一本橋脚の橋梁にはならないと、わ

れわれはすぐに分かります。しかし中

国人がしっかり設計をして 1本で大丈

夫としているのは、地震を考えなくて

よい環境に暮らしているからだと思い

ます。

　道路延長に対する構造物（橋梁とト

ンネル）延長の構造物比率は、日本の

高速道路の 2000 ～ 2004 年の 5年間の

新設で平均 33.4％です。しかし、フ

ランスでは 1996 年～ 2005 年の 10 年

間の平均は4.2％とかなり低いのです。

　最近［2012 年 4 月］に供用した新

東名の構造物比率は 6割です。山岳地

帯で直線性の高いネットワーク、緩い

勾配にするには、そうせざるを得ませ

んし、当然工費もかさむわけです。

日本の河川は急勾配で、
降雨が一挙に流れ下る

　日本の河川は脊梁山脈を振り分けて

流れているため急勾配になっています

［図表 5］。常願寺川［富山県の一級河

川］を見た明治時代のお雇い外国人

［デ・レーケ（Johannis de Rijke　

1842-1913）］は、これは滝だと言いま

した。マリリン・モンローが映画「帰

らざる河」で渡った急流はコロラド川

で、極めて荒れる川として紹介されて

います。しかし図表 5を見ると、勾配

は日本の川の方がはるかに急です。

図表 5　

　フランスと日本の河川図を等縮尺で

並べる［図表 6］と、いかに日本の河

川が小さいか実感できます。最近テレ

ビでも一降雨域がどのほどの大きさか

分かるようになりました。日本の河川

はすべてと言えるほど、一降雨域に収

まります。

　一級河川と言われる 109 水系の平均

流域面積がわずか約 2,300㎢なのに対

し、フランスのロワール川は、その

50 倍の約 11 万 5,000㎢で、上流に雨

が降っていても下流には雨が降ってい

ません。よって、一気に水位が上がる

ことはないわけです。

　しかし日本には残念ながら、脊梁山

脈の存在のために、急流で流域面積の

小さい川しかありません。それゆえ、

水資源を利用するには、何らかの形で

せき止めて水をためないといけません。

　日本には 2,000 ～ 3,000 もの水がめ

やダム、ため池、堰がありますが、そ

れでためている水の量はオーダー的に

300 億ｔほどです。これに匹敵する水

量をコロラド川のフーバーダムや中

国・長江の三峡ダムが一つでためられ

るのとは大違いです。

　日本は降雨量が多い国ですが、利用

できる水資源の量はそんなに多いわけ

ではなく、このこともなかなか理解さ

れていません。

幕末の安政年間の
6年間に大災害が頻発

　日本は自然条件が厳しい国であり、

震災、津波、火山といった自然災害で

多くの人命が失われています。日本で

は自然災害による死者数が多いのです

が、ヨーロッパや中国、朝鮮半島では

紛争による死者数が多いのです。その

ことが私たちと彼らのものの考え方に

大きな違いを生じさせています。

　図表 7は、日本の記録に残っている

図表 6　
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震災・津波・火山による災害を死者・

行方不明者数の多い順に並べたもので

す。2011 年の東日本大震災が 5 番目

に入り、13 番目には阪神・淡路大震

災（兵庫県南部地震）が入り、最近の

ものも含んでいます。

　図表 8は、死者・行方不明者数の多

かった風水害ですが、伊勢湾台風が 4

番目、狩野川台風が 17 番目と、近年

の災害も含んでいます。

図表 7　

図表 8　

　図表 7と 8で黄色を付けているのが

6年間しかない安政年間［1854‒1860］

に起きた災害です。1856 年に築地本

願寺が吹っ飛んだという大風災が起き

ています。これは篤姫［天璋院　1835

‒1883］が将軍家に輿入れした年です。

地震 11 番目の安政江戸地震（1855 年）

のために輿入れを 1年延ばしたら、大

風災が見舞われたわけです。1854 年

には安政の東海地震と南海地震（東南

海地震）がわずか 30 時間の間隔で起

こっています。

　幕末の動乱がなぜ起こったかについ

て諸説ありますが、この頻発する自然

災害が武家の時代の終わりを江戸の民

衆に感じさせたのではないかと私には

思えて仕方がありません。

大規模自然災害の
空白期だった高度成長期

　1959 年の伊勢湾台風で約 5,000 人

以上、1995 年の阪神・淡路大震災で

6,400 人以上が亡くなりました。しか

し、この両災害に挟まれた間、1,000

人以上の死者・行方不明者が出る自然

災害はなかったのです。もちろん自然

災害はゼロではなく、何人もの人命が

失われていますが、それが 1,000 人以

上に及ぶ大規模災害は 36 年間もあり

ませんでした。［図表 9］

図表 9　

　幕末の安政年間と同様に戦後期も自

然災害の集中期でした。大空襲を受け、

戦争に負けて疲弊した日本国民にとっ

て、それは残酷な仕打ちでした。しか

し、1958 年の狩野川台風、その翌年

の伊勢湾台風を境に、自然災害による

大被害がぴたりと止まります。それか

らの空白期間に日本は高度経済成長期

を迎えました。

　高度経済成長の成功理由をいろいろ

述べる人がいますが、自然災害がな

かったからとする指摘はほとんどあり

ません。自然災害がなかったことを、

自然災害を克服したと、われわれは勘

違いしたのではないでしょうか。ある

いは、日本にはもう自然災害集中期が

来ないと思ったのではないかとも思え

ます。しかし残念ながら、その集中期

はまた起こり得ると私は思っています。

歴史上、過去に幾度もあった
自然災害の集中期

　安政年間、戦後期以外にも過去に幾

度も自然災害の集中期がありました。

東日本大震災の際に、大津波が三陸沿

岸を襲った貞観地震［869］が話題に

なりました。この貞観年間［859‒877］

は三陸沿岸だけではなく、越中・越後

［863］と兵庫県南部・京都［868］で

も地震がありましたし、洪水や暴風雨

の風水害も 8回以上起こっている災害

集中期です。

　また、秀吉［1537‒1598］の時代か

ら家康の時代への移行期、慶長年間

［1596‒1615］も災害集中期です。この

時期に慶長伏見地震［1596］が起き、

加藤清正が伏見城に駆けつけ秀吉を助

けた話や、500 人もの女房侍女が城内

の連子格子の倒壊で圧死した話も残さ

れています。その後も、慶長地震［1605］

や会津大地震［1611］などが起きてい

ます。また、この 18 年間に 23 もの風

水害の記録が残されています。その一

つ土佐［1604］では、人の首が飛んだ

と僧侶が記録していますが、それほど

とんでもない風が吹きました。

　慶長の後、元禄年間［1688‒1704］

も大災害に見舞われます。中でも元禄

地震［1703］は史上最大級です。風水

害もたびたび起きています。そして、

先述の安政年間［1854‒1860］、1945

年からの終戦直後も、同様に災害集中

期になっています。
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社会資本にまつわる
7つ誤解・曲解・無理解を列挙

　過去に幾度もあった自然災害集中期

は今後もあると思い、その備えが必要

です。そのためには、社会資本整備を

しっかりインフラストラクチャーと捉

えなければなりません。

　しかしメディアも経済学者も、「公

共事業」というフローの表現に引きず

られた思考しかできていません。これ

が、タイトルに表した「7つの誤解・

曲解・無理解」の第 1番目であり、

他の 6つの誤解・曲解・無理解を貫い

ています。

　次が、「財政危機」を構造改革ある

いは歳出削減で乗り切ろうとし、経済

成長を考えていないことです。これに

より公共事業が大変悪い影響を受けて

います。その契機は、1995 年 11 月 14

日の武村正義大蔵大臣による「財政危

機宣言」からです。財政が厳しいから

と財出の削減に次ぐ削減で、特に公共

事業費を削減していきました。

　公共事業の受益者はわれわれだけで

はなく、多くはわれわれの子どもや孫

たちです。例えば今、新たに国土交通

省がつくったトンネルは、私が自分で

運転して使えるのは 10 年ほどですが、

私の孫は 70 年間ほど使えるでしょう。

将来世代に対する贈り物です。しかし

現在、将来世代は選挙権を持っていま

せんから、そこから削っていったのか

と思います。

　そして第 3が、日本銀行がデフレを

放置してきたことです。これも公共事

業に悪影響を及ぼしています。

　第 4が、メディアが正しく説明して

こなかったことです。

　第 5が、信じ難いことですが、学者

リスク、特に経済学者リスクが存在す

ることです。経済学者は公共事業を正

しくとらえていません。残念ながら、

社会資本をインフラストックとして

しっかり見ていないのです。

　第 6が、大間違いの公共調達方式で

す。公共調達には、自動車を買うのと

同様にマーケットが評価したものを買

う場合と、そうではない場合とがあり

ます。それを区別せずに、最低価格の

提示者と契約しなければならない一般

競争を大原則に定めている国は、世界

の中で日本だけです。調達する内容に

応じた調達方式を採用するのが世界の

ルールです。確かに日本では品確法［公

共工事の品質確保の促進に関する法

律］ができて品質と価格が同等に並ぶ

ようになりましたが、会計法の大原則

として一般競争入札が横たわっていま

す。これが公共事業の調達をゆがめて

いる元凶と言えます。

　そして最後が、社会にはインフラス

トラクチャーが不可欠であると理解で

きていないことです。それは、日本が

都市城壁を持たなかったからというの

が私の仮説です。

　世界の文明国の中で必須インフラと

して都市城壁を持たなかったのは日本

民族だけです。中国では、城壁がなかっ

たために命を失った経験から、城壁抜

きでは都市はあり得ません。これは

ヨーロッパも同様です。5500 年前の

シュメールの時代から都市を城壁で囲

み、それにより文明を育んできた歴史

があります。これは、無差別殺戮が常

にあった裏返しでもあります。一方、

日本人にはそれがなかったゆえに、都

市城壁をつくらずに済んだ。このこと

が私たちのインフラ観をゆがめている

と思っています。

　さて、これら 7つの誤解・曲解・無

理解について、一つずつ取り上げてい

きます。

オバマ大統領の演説と、
それに対する日本の新聞による報道

　日本では社会資本をフローとして語

り、ストックとしては語られません。

では、海外ではどう語っているので

しょう。

　まずオバマ大統領は、2011 年 1 月

25 日の一般教書演説で、「新たなビジ

ネスを誘致するには高速道路や高速イ

ンターネット網によりヒトやモノの移

動と情報の伝達を実現する最速かつ信

頼性の高い手段を確立する必要があ

る」と訴えました。それに伴い、「衰

退した建設業界に数千もの仕事を与え

る」とも言っています。このことは、

日経新聞のウェブ版では載せています

が、活字版では抜けていました。

　それからオバマ大統領は 2011 年 9

月 18 日の上下院合同議会演説で、「全

米中の道路や橋はひどく傷み、高速道

路が渋滞している。これは、許されな

い状況である。（中略）今、われわれ

はただ座って、中国が新しい空港や高

速鉄道を建設しているのを見ているだ

けでよいのか？　今こそ職につけてい

ない数百万の建設労働者が、ここアメ

リカにそれらを建設する時ではない

か？」と言いましたが、これも報道さ

れたでしょうか。皆さんは、社会資本

整備に関心が深いでしょうから、こう

した発言について報道があれば耳にし

ているはずですが、いかがですか。オ

バマ大統領はこの演説で提案した

「JOBS Act」［Jumpstart Our 

Business Startups Act　JOBS

法］に今年 4月に署名しています。

　また、同じく今年 4月に提出された

2014 年度「予算教書」には、「21 世紀

のインフラの構築」として、以下が記
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されています。

①既存インフラの補修と将来のインフ

ラ整備に投資。

② 500 億ドルをインフラの先行投資に

充てる。そのうち高速道路、橋梁等の

緊急補修＝ Fix it First「まず補修せ

よ」プロジェクトに 400 億ドル。

③インフラへの民間投資を加速するた

め「国家インフラ銀行」を設立。

④高速鉄道、航空システム、高速道路

等のレベルアップのためのファンドを

確保。

⑤プロジェクトの許可手続きを短縮す

る改革を実施。

　これは日本の新聞に結構まともに取

り上げられたと私は思います。読売・

朝日・日経・毎日の各新聞にこの記事

が載りましたが、朝日新聞だけが「公

共工事」という言葉を使いました。し

かし、オバマ大統領は「公共工事

（Public Works）」という言葉は使わ

ず、インフラストラクチャーという言

葉を使っています。なぜ朝日新聞が「公

共工事」と言い換えているのか私には

よく分かりません。

　また、この予算教書は税制改革の意

味もあり、高所得者層から税を取るこ

とも含んでいます。しかし朝日新聞で

は、「米予算、埋まらぬ溝」との見出

しで、「道路や鉄道などの公共工事や

教育への投資に力を注ぐ。そのために

年収 100 万ドル以上の世帯に増税し、

（後略）」と掲載。しかし、オバマ大統

領は、公共工事や教育のために高額所

得者に増税すると説明はしていませ

ん。オバマ大統領の言った通りに報道

をしていません。

ストックとしてのインフラの充実を語る
ヨーロッパ各国の首相・大臣

　イギリスのブレア［Tony Blair］

首相は在任中の 2004 年 10 月に「優れ

た交通システムは、経済及び社会の繁

栄に欠くことのできないものである」

とコメントしました。キャメロン首相

は昨年 3月に英国土木技術者協会で、

「社会資本は、国のビジネスの競争力

に影響し、またビジネスを成功へと導

く見えない糸である。（中略）社会資

本は、今日では想像できないような明

日を実現する力を持っている」と演説

しています。これは、英国ではインフ

ラストラクチャーを公共事業やフロー

としてではなく、ストックとして見て

いる発言です。

　フランスのフランソワ・コペ

［Jean-François Copé］予算担当大

臣は2006年3月、イタリアのロマーノ・

プローディ［Romano Prodi］首相

も同年同月、スペインのペドロ・ソル

ベス［Pedro Solbes］経済財務大臣

も同年 10 月の在任中に、インフラス

トラクチャーをストックとして考える

演説をしています。

　また、今年 5月にドイツのペーター・

ラムザウアー［Peter Ramsauer］

連邦交通大臣はドイツのヴェルト紙

［Die Welt］のインタビューに答え、

「成長と雇用創出は、適切な交通社会

資本と高いモビリティ水準によっての

み可能となる」と語っています。この

表現はフローではなく、ストックと

なった交通社会資本、つまり高速道路

がミッシングリンクなくつながり適切

になることが成長と雇用を生むと言っ

ているわけです。

無駄な公共事業で国の借金が増加と、
日本の首脳は語る

　一方、私たち日本の首脳は何と言っ

たか。例として、野田佳彦首相を取り

上げるのは、個人的な思いではなく、

一番見事にはまった言い方をしたから

です。昨年12月3日の官邸かわら版で、

野田首相は「バブル崩壊以降、無駄な

公共事業のバラマキを続けてきました

が、それによって日本経済が力強さを

取り戻すことはなく、国の借金だけが

増えていきました」と記しました。

　内閣総理大臣という実務責任者が発

言する以上、具体的なデータの裏付け

が必要だと私は考えています。しかし、

この「無駄な公共事業」は具体的なデー

タで裏付けされているでしょうか。ま

た、「国の借金」ではなく、「政府の借

金」です。これは 12 月 3 日の記事で

あり、翌日 12 月 4 日に総選挙の告示

がなされています。このタイミングで

こういうことを書くのは、藤井聡京都

大学大学院工学研究科 （都市社会工学

専攻）教授も怒っていましたが、私も

これはかなり無責任な発言だと思いま

す。

　というのは「無駄」の定義がなされ

ていないからです。無駄な公共事業、

無駄な道路と言われるが、それはどれ

か指摘が全くありません。公共事業を

バラマキと言うのだったら、他の予算

支出がバラマキでないことを立証しな

ければなりません。子ども手当に比べ

てどの程度どのようにバラマキなのか

を言わなければなりません。そして政

府の借金が増えたのは、公共事業を続

けてきたからですか、とお聞きしたい。

　公債残高（累計）の推移が財務省の

ホームページに掲載されています。そ

のグラフでは、財政法により発行が認

められている建設国債をなぜか棒グラ

フの上にしています。それを私が建設

国債を下に置いたのが図表 10 です。
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図表 10　

　すると、増え続けているのは建設国

債ではなく、特例公債であることが明

確になりました。2012 年には全体で

前年より 43 兆円増えていますが、そ

のうち建設国債が増えたのは 3兆円だ

けです。少なくとも、野田首相の、公

共事業によって国の借金が増えていっ

たという説明は成り立たないのです。

　また、野田首相の政党の党首として

の発言ですが、昨年 4月に「公共事業

費を 3割以上削減するなど政権交代前

にはできなかったことが次々と実現し

ていることは紛れもない事実」と発言

しています。これは後述することと関

係しますが、当面の財政の歳出を抑え

ることが唯一の目的であれば、それは

成果かもしれません。しかし、公共事

業とは、将来世代がより安全に、効率

的に、快適に暮らせる環境整備をする

ことです。その環境整備を少なくとも

3割分スピードダウンしたことが自慢

できる話でしょうか。

　また、日本はデフレからの脱却が何

よりも優先されなければなりません。

日本は内需国ですが、その内需が小さ

いがゆえにデフレからなかなか脱却で

きないわけです。公共事業という内需

の増大を抑えてデフレを放置したと言

えます。つまり、便利に使える空港や

港湾や道路をつくらずに経済競争力の

向上を阻んだのです。各国の首脳はイ

ンフラストラクチャーを整備すること

で経済競争力を拡大すると言っている

のですが、日本はそうはなっていませ

ん。これは極めて残念なことです。

公共投資を増加させた欧米、
半減させた日本

　2つ目の誤解・曲解・無理解は、財

政危機を構造改革と歳出削減で乗り切

ろうとしたことです。1995 年、阪神・

淡路大震災の年に公債残高が 225 兆円

となり、武村大蔵大臣が「財政危機宣

言」を出しました。この時の日本の

GDPは 440 兆円ほどで、その半分を

公債残高が超えたから大変だとなった

わけです。それでとにかく歳出削減、

歳出削減となりました。

　それと同時に非常に間違ったのが、

構造改革で乗り切ろうとしたことで

す。「ケインズは死んだ［Death of 

Keynes］」と言われる時代を経て、

1980 年代のサッチャー［Margaret 

Thatcher　1925-2013］首相とレー

ガン［Ronald Reagan　1911-2004］

大統領で成功した新自由主義が、ここ

日本で復活します。この新自由主義を日

本はまねして規制緩和、金融自由化、市

場開放、労働市場の流動化を進めます。

　これはすべて供給側の論理で、供給

効率を上げるための経済改革です。デ

フレの国で供給効率を上げれば、さら

にデフレになるのは当然です。物を

買ってくれない時に物をつくる能力を

上げるわけですから、それはうまくい

きません。結果的に成功せず、日本だ

けが長期停滞に陥りました。これにつ

いては、佐伯啓思京都大学大学院人間・

環境学研究科教授が『経済学の犯罪　

稀少性の経済から過剰性の経済へ』

（2012　講談社現代新書）で指摘して

います。

図表 11　

　そして日本は、先述のように、まず

公共事業の財政削減を進めました。

1996 年から 2010 年の間に、イギリス

が 3倍以上、アメリカが 2倍近くにま

で公共投資を伸ばしている時に、日本

だけが半分に下げました［図表 11］。

　そのため、道路ネットワークはつな

がらないままだし、大水深の港湾もで

きていません。日本に 16 ｍ水深の大

型コンテナ船が入るバースが既に多く

あるのならいいのですが、釜山、上海

に比べてどうかを考えると、公共投資

を削ることは、私は不思議で仕方があ

りません。また、これを削ったことが

さらにデフレを進行させたわけです。

なお、図表 11 の数値は一般政府公的

固定資本形成であり、地方公共団体の

分も含まれています。

　図表 11 の右グラフは、一般政府公

的固定資本形成のGDP比率を示して

いて、最近のメディアで発表されまし

た。そこでは、各国はほぼ横ばいで、

日本は急激に下がっているが、まだ各

国よりも高い水準にあると報道してい

ました。確かに各国の公共事業費の

GDP比率は横ばいですが、GDPは

大幅に伸びているのです。つまり、

GDP並みに公共事業費を伸ばしてい

るわけで、それは左のグラフに表れて

います。

　一方、日本では消費者物価支出以上



12 ● JICE REPORT vol.24/ 2013.12　　　

に給与が下がり、世帯で見ても 200 万

円～ 400 万円ほどの所得水準に、平均

所得は 1995 年の約 660 万円から 2010

年には 538 万円に落ちています。一体

何をしてきたのかと思えて仕方があり

ません。国民を豊かにするために私た

ちは活動を続けてきたのではなかった

のでしょうか。

図表 12　

　日米の名目 GDP と税収の推移を

1990 年ころにクロスするように作図

したのが図表 12 です。アメリカは約

5兆 7,000 億ドルだったGDPが今は

約 13 兆ドルにまで増え、税収もかな

り増えています。日本は約 440 兆円

だったGDPがいまだに約470兆円か、

あるいはそれを下回る水準で、税収は

40 兆円を下回る時期があったほどで

す。それゆえに進めたのが財政の縮減

でした。

歳出を減らしても減らしても、
という恐怖の循環

　2つ目の誤解・曲解・無理解は、財

政危機を構造改革と歳出削減で乗り切

ろうとしたことです。

　家計で言えば、例えば夫がゴルフに

行く回数を減らしたら（草刈りにかけ

る費用を減らしたら）、生活費などの

他の支出は増えます。このように家庭

での家計や企業での経理は、それぞれ

に閉じている “ 系 ” です。しかし、国

家の財政はそうではありません。財政

は閉じた “ 系 ” ではなく、国として閉

じているのです。

　例えば草刈りの回数を減らせと言わ

れて減らした。すると草刈り業者は仕

事が減り、従業員を辞めさせたり、草

刈り機械の購入を少なくしたりせざる

を得ない。その機械を納めていたメー

カーは、機械が売れないから従業員を

辞めさせたり、給与を下げたり、部品

メーカーからの調達を減らさなければ

ならないと、無限の連鎖になります。

　この無限の連鎖について話したいの

は、全部の段階で納められていた税金

がなくなるということです。

　国が草刈りの数を減らすことにすれ

ば、その瞬間での国の財政は楽になる

かもしれません。しかし、無限の連鎖

で税金を納めることができなくなった

結果、翌年以降の税収は減っていきま

す。当然のことが起こったわけで、そ

れをこの 20 年間日本は証明してきた

ようなものです。

　歳出を減らしても減らしても、減ら

したことを理由にまた減らさなければ

ならないという恐怖の循環に陥ってい

るのです。これは消費サイドでの

GDPの定義を見るだけで明らかです

［図表13］。

　GDPが増えないと税収が増えない

ことは、絶対の真理です。個人の最終

消費が増えるか、個人が住宅を建てる

か、メーカーが工場をつくるか、政府

が公的固定資本形成、公共事業をしっ

かり進めるかがなければGDPは上が

りません。それなのに、とにかく公的

固定資本形成を思いっきり削ってきま

した。この削った分に対して代替措置

がなければGDPが下がるのは、定義

式だから当然です。

円高とデフレを放置してきた
日本銀行

　誤解・曲解・無理解の 3番目は、日

本銀行によるデフレの放置についてで

す。リーマンショックの時に、イング

ラ ン ド 銀 行 や ア メ リ カ の FRB

［Federal Reserve Bank　連邦準備

銀 行 ］、 欧 州 の ECB［European 

Central Bank　欧州中央銀行］がマ

ネーサプライを 2.5 倍や 3倍のレベル

で増やしましたが、日本銀行は全く増

やしていません。その理由を日本銀行

はGDPに対して通貨流通量が多いと

説明しましたが、そうではなく、変化

率が問題です。

　マーケットに与える影響は変化率で

すが、日本銀行が対処しなかったため、

日本の円だけが独歩高となりました。

そのせいで日本の輸出企業はかなり苦

しみましたが、日本銀行は、少なくと

写真 3　 図表 13　
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も白川方明総裁は知らぬ顔でした。

　2012 年 4 月に白川総裁はワシント

ンでの講演で、「人々は将来への財政

状況への不安から支出を抑制し、その

ことが低成長と緩やかなデフレの一因

になっている」と発言しています。し

かし、人々が支出を抑制しているのは、

財政状況の不安からでしょうか。そう

ではなくて、夫のリストラへの不安か

ら、あるいは夫の給与が伸びないこと

の予測からなのではないでしょうか。

この白川総裁の発言は、その取り違え

もさることながら、日本銀行には責任

がないと言っているに等しく、非常に

問題だと思います。

　資本主義は 2～ 4％のインフレが前

提ですが、日本はそうではありません

でした。世界各国の名目GDPを見る

と、日本以外の世界中が伸びています。

これに対して、これだけの経済大国に

なれば日本の経済成長は困難、とよく

言われました。しかし、アメリカは着

実に経済成長をして、税収を思い切り

増やしているのです。

日本は輸出大国ではなく、
極めて内需国

　こういった事情について、メディア

は正しく説明してこなかったと思いま

す。これが第 4の誤解・曲解・無理解

です。

　日本は輸出大国だからアジアの成長

を取り込んでいく、と言われてきまし

た。これはメディアだけの責任ではあ

りませんが、本当に輸出大国なので

しょうか。そう思う人も多いでしょう

が、2011 年の輸出依存度を見ると、

韓国は約 50％、ドイツは約 41％で、

これらの国は輸出への依存が大きい国

です。日本は 14％で、世界 180 カ国

のうち、輸出依存度が高い国から並べ

て 175 番目ほどです。つまり日本は、

180 カ国の中で輸出依存度が最も低い

数カ国の中に入っています。日本経済

を何とかするには、86％の内需を拡大

しなければなりません。

図表 14　

　都合のいい年をピックアップしたと

思われないよう、他の年にも触れます。

アメリカが住宅バブルで沸いていた

2006､ 2007 年ころ、日本の輸出依存

度は 17％を超えていますが、20％を

超えたことはありません。1995 年こ

ろは 9％と、10％に満たない数値です。

日本は輸出大国ではなく、極めて内需

国です。輸出に依存すればいいわけで

はありません。［図表 14］

資産として国土に残る
建設国債は借金とは言えない

　先述しましたが、「国の借金」は正

しくは「政府の借金」であり、国民の

債権です。一般に 1,000 兆円と言われ

ていますが、財務省のホームページ掲

載の国債・借入金残高の種類別内訳［図

表 15］を見ると、25 年度末（見込）

で総額 1,107 兆円です。

　その内訳を見ると、まず外国為替資

金証券で約 186 兆円の借金となってい

ますが、その分ドルを持っているので

す。円に見合うドルを持っているのに、

そのまま借金といえるのか。

　約 256 兆円ある建設国債は、政府が

債券を発行して国民から資金調達をし

ましたが、その 256 兆円分の財産は国

土に残っています。道路も最近はこれ

に依存していますが、堤防やダム、港

湾などとして残っています。私たちの

子や孫たちも使える資産として、この

国土の上にあるのです。これをそのま

ま借金と言っていいのでしょうか。

　生まれたばかりの赤ちゃんが、「800

万円の借金を持って生まれてくる」と

言われ、そんな時に道路なんかつくっ

ている場合ではないなどと言われま

す。これは正しいのでしょうか。

　野口悠紀雄早稲田大学大学院教授

は、償還される時点で財政に負担は生

じるが、その償還額は国債保有者が得

るから、国全体で利用できる資源は減

らないと言っています。その意味では、

増税で国民から吸い上げるのは問題な

いが、債券の発行は問題というのは、

財政当局のトリックだと思います。

　例えば個人に 1,000 万円の増税をし

て、1,000 万円キャッシュを政府が引

き取るとします。そうすると、その人

にとって子や孫に渡るお金が 1,000 万

円減ることになります。これは、将来

の人々が受け取るお金をキャッシュで

政府が分捕る形になります。増税はい

いが、債券の発行はだめというロジッ

クは、財政の論理でしかないのです。

しかし、これをみんなその通り信じて

いるところに大きな問題があります。

図表 15　
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日本はギリシャのような
財政破綻には絶対ならない

　2010 年に菅直人首相は、日本はギ

リシャのようになると言いましたが、

絶対になりません。日本は為替の変動

相場制の下、通貨発行権を持つ中央銀

行があり、自国通貨建てで国債を発行

しています。

　ギリシャは、関税すらありません。

例えば車メーカーのないギリシャは、

ドイツやフランスなどから車を輸入し

なければなりません。しかし関税がな

いために、関税を上げてドイツからの

車の輸入を抑えようとしても、できま

せん。また、かつてなら自国通貨のド

ラクマを安くしてドイツからの輸入車

の価格を上げる為替相場を使う方法も

ありましたが、2001 年のユーロ導入

でユーロ内は固定相場のため、それも

できません。ユーロは競争力が高い国

が 1人勝ちする仕組みです。そのため

にギリシャ危機が生まれたわけです。

　昨年 12 月 3 日時点の国債利回りで、

日本の国債は高い信用を得ています。

残存期間 10 年国債の利回りが 0.71%

で、ドイツのほぼ半分、アメリカ、カ

ナダ、イギリス、フランス等より半分

以上低い金利です。ギリシャは約

15％です。

　日本の国債はほとんど日本人が持っ

ていますが、売買の約 5割から 6割は

外国人で、0.01％の利ざやを得るため

に売買する外国のヘッジファンドが日

本国債の金利を決めています。彼らが

信用度が高いとしているから、日本国

債は低金利なのです。

22 年間で増えた国債の
約 73％は赤字国債

　公共事業で国債は増えていません。

1990 年度と 2012 年度の国債残高を比

較してみました。この 22 年間に日本

の国債は 167 兆円から 697 兆円と、

530 兆円増えました。増加額の内訳は

赤字公債が 72.6％の 385 兆円（伸び

率 5.92 倍）、建設国債が 27.4％の 145

兆円（伸び率 1.42 倍）です。

　さて、朝日新聞は 2013 年 1 月 24 日

の「アベノミクスって、なに？」の記

事で、「公共事業を増やしたせいなど

で、政府の借金残高は、90 年度末の

166 兆円から、12 年度末には約 700 兆

円に達する」と書いています。確かに

167 兆円から約 700 兆円になり、530

兆円増えました。しかし、このうち

385 兆円は赤字国債です。これは「公

共事業を増やしたせい」でしょうか。

　この朝日新聞の記事のアナロジーを

私は思いつきました。孫から「参考書

を買いたいので 530 円ください」と言

われ、祖父は 530 円を渡した。すると、

孫は 145 円の参考書を買いましたが、

帰りの途中で 385 円のアイスクリーム

を買った。そして帰宅した孫に、祖父

が 530 円を何に使ったか聞くと、孫は

「参考書などを買いました」と答えま

す。もし、孫が 530 円のうち 385 円も

アイスクリームを買ったことを知れ

ば、祖父はこんな説明をする孫を怒ら

なければなりません。

　朝日新聞の記事は「公共事業を増や

したせいなどで」と書き、その「など」

が 385 兆円です。不思議な記事ができ

るものだと私は思います。

道路づくりの目的は、
土地利用の高度化による経済効果

　メディアは「公共事業」の効果は弱

く、一時的なものと主張し、ストック

として理解していません。アベノミク

スが生まれて以降の日経コラムでは、

「公共投資の追加は一時的な効果しか

もたらさない」、「公共投資が経済全体

をかさ上げする効果は弱まっている」

と書いています。また、日経・やさし

い経済学では「公共事業は一時的に景

気を上向かせるものの、国の財政を悪

化させるとの見方が今は定説です」と

書いています。

　しかし、本当に一時的な効果しかな

いのでしょうか。例えば高速道路で東

京から郡山まで行くルートは 24 通り

あります。さらに、東京から青森まで

は、郡山から青森までの高速道路が一

部供用でネットワークができていない

ため、ルート数は郡山までと同じ 24

通りのままです。

図表 16　

　しかし、図表 16 の右側のように、

あと 25％道路が延伸すればネット

ワークができ、東京から青森間のルー

トが 14,240 通りと飛躍的に増加し、

リダンダンシー豊かな国土になりま

す。藤井聡教授の言い方で、レジリエ

ント［resilient］な国土構造を持て

るのです。

　例えば現在高速道路が全く通ってい

ない釜石と利府とをつなぐ公共事業は

一時的な効果しかないのか、そうとし

か見えないのかと聞きたいです。

　また、圏央道（首都圏中央連絡自動

車道）の整備が進み、供用区間が増え

てきました。朝日新聞 2009 年 6 月 19
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日の記事では、「埼玉県内の圏央道沿

いの自治体で、工業団地整備が進んで

いる」と報じ、2年間で県内 138 件の

企業誘致のうち 4割が圏央道沿線地域

と紹介しています。江崎グリコの最大

規模の工場が桶川インター近くに、敷

島製パンが川島インター産業団地に進

出と紹介しています。

　このように、道路づくりをするのは、

道路をつくることが目的なのではな

く、道路はあくまで手段です。道路を

つくることによって土地利用の高度化

を図れます。そして、いろいろな産業

や物流基地、工場が進出してきて、固

定資産税や法人税の税収を納めてもら

う。そういうことができる機会を増や

す。そのためにわれわれは道路整備を

しているわけです。

　こうした効果が一時的でしょうか。

圏央道沿いの敷島製パンの工場は、1

年後にはどこかへ移転するわけではな

く、自動車専用道路で結ばれている

ネットワークによって規模の経済が発

揮できる広域拠点工場なのです。

　これは圏央道だけの効果ではありま

せん。2004 年度開通の東海環状自動

車道東回り区間でも、沿線の工業団地

は 1990 年度 4 カ所だったのが、開通

時には 17 カ所、2010 年度には 26 カ

所と増えています。岐阜県の関ロジス

ティクスも整備後に分譲が進んでいま

す。こうした大きな効果によって、西

回りも早くつくってほしいとの声も当

然出てきます。

　公共事業とは、公共としてプライ

ベートな活動を支援します。税金で支

援して整備することで、今まで手狭

だった工場が新たに進出してきます。

そして、効率的な生産ができ、税金を

多く納めてくれるようになる。そうな

るように私たちは努力をしているわけ

です。しかし、先述の日経コラムでは、

その年のフローだけが公共事業の目的

のような言い方になっています。それ

はおかしいと思います。

　首都圏の環状道路整備が進んできま

したが、まだ完成したネットワークは

できていません。海外に比べ、車線数

を見ても非常に貧弱です。図表 17 は

各都市のほぼ等縮尺の地図です。これ

を見ると、日本の首都圏の集積が密な

のに比較して環状道路が極めて粗なの

が分かります。もっとネットワークを

充実させる必要があると思います。

図表 17　

　また、横浜環状道路の整備によって

保土ヶ谷バイパスの大渋滞が解消され

ると、横浜の海岸側と内陸の東名側の

ネットワークが二重になります。やが

ては、さらに延ばして、環状道路をも

う 1本つくる必要があるのではないか

と思っています。

レッテル貼りで思考停止に誘導する
メディアとの正しい対し方

　メディアは、レッテル貼りで思考停

止に誘導する傾向があります。例えば

アベノミクスについて、公共事業費の

増額は「土建国家」への逆戻りだと報

じるわけですが、内容は空虚だし、そ

こで議論がぴたっと終わってしまうの

です。

　1996年から公共事業を 3倍に伸ばし

たイギリス、2倍に伸ばしたアメリカ

も当然、土建国家になります。世界中

が土建国家でしたら、日本をあえて土

建国家と指弾する必要はないはずです。

　このようなメディアとの正しい対し

方について話します。

　今年 1月 15 日に日本新聞協会が消

費税の軽減税率の適用を求める声明を

出し、翌日に各紙がそれを報道しまし

た。新聞への軽減税率を求める理由と

して日本新聞協会は「民主主義の主役

は国民です。その国民が正しい判断を

下すには、政治や経済、社会など、さ

まざまな分野の情報を手軽に入手でき

る環境が重要です」としています。

　確かにその通りで、私もこれには賛

成です。世界で新聞の消費税、付加価

値税を低減している国は多くあります

し、ゼロの国もあります。しかし軽減

税率適用には条件があります。政治や

経済、社会などについて質が高く、正

確で偏向のない、十分な量の情報（重

要なことは 角度を変えて何度でも）

をタイミングよく伝えることです。そ

れらの役割を果たしている限り、すべ

ての人があまねく負担しなければなら

ない消費税率が低減されてもよいと思

います。しかし、新聞はこの条件を満

たしているでしょうか。

　岩崎美紀子筑波大学大学院教授は

『「知」の方法論』［2008 年　岩波書店］

の中で「報道や記事の源は、事実なの

か、推測なのか、記者の心証なのか。

伝えられている量の何割が事実か、ど

こからが状況解説や推測なのか」と書

き、これを読み取ることが「考える」

訓練の第一歩になるとしています。私

も本当にその通りだと思います。

公共事業のストック効果が
理解できない経済学者
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　残念なことに、学者リスクが存在し

ていて、これが第 5の誤解・曲解・無

理解です。浜矩子同志社大学大学院教

授が最近東北で「公共事業費の増額は

波及効果は限定的で時代錯誤だ」と語

りました。小峰隆雄法政大学大学院教

授は「成長率が高まるのは、公共投資

を実行しているときだけだ。また、財

政赤字が拡大するという副作用もあ

る」(『週刊東洋経済 2013年3月23日』)

と言っています。メディアも学者も、

誰かがシナリオを書いているのではな

いかと思えるほど、判でついたように

みんな同じことを言っています。

　このように、経済学者は公共事業を、

全くストックとして見ておらず、フ

ローとしてしか評価していないことが

明らかです。井堀利宏東京大学大学院

教授も「短期的な景気対策が必要とし

ても（中略）公共事業など裁量的な政

策対応の必要性は限定的だ」（2013 年

5 月 24 日 日本経済新聞）と言ってい

ます。

　道路ネットワークがつながっていな

い状態で、本当に日本人は長時間労働、

深夜労働をしなくてもドイツ人に勝て

るのでしょうか。以前テレビで、日本

人の父親が子育てに参画できていない

ことについて紹介していました。ドイ

ツ人で 1週間に 50 時間以上働く人は

ほとんどいないのに、なぜ日本人は長

時間労働なのでしょうか。私は、日本

人が効率的に働けるための環境整備が

遅れているからと思えて仕方がありま

せん。先述のように、ドイツでは時速

100km 以上の道路ネットワークが整

備されています。それで、父親は 7時、

8時に帰宅でき、子育てにも参画でき

るのではないでしょうか。

　日本政府はインドでのインフラ整備

に協力するとしています。また、イン

ドネシアやミャンマーのインフラ整備

を支援するとも言っています。ミャン

マーで必要なレベルのインフラは、日

本では整備できているかもしれませ

ん。しかし、先述したように、アメリ

カは今、史上最高レベルで道路を整備

しています。アメリカがさらなる道路

を必要としている必要の仕方は、日本

にもあるはずだと思います。

　各新聞はインドネシアやミャンマー

への支援に対しては、なるほどその通

りと報道します。一方、日本国民が活

動するための環境整備に対しては極め

て冷淡です。これは不思議で仕方があ

りません。

経済学者リスクを
指摘する声が一部で出てきている

　学者リスクについて、社会学が専門

の盛山和夫東京大学大学院人文社会系

研究科教授［現・名誉教授］が、「経

済学説なるものは、物理学などと違っ

て、自明に正しいものはほとんどない」

と、『経済成長は不可能なのか―少子

化と財政難を克服する条件』［2011 年

　中公新書］で書いています。また同

書の中で「長期不況問題に関する経済

の専門家たちの議論には、十分に納得

のいくものは少なかった。おそらく、

専門家レベルでの議論の混迷こそが、

現実の政治レベルにおける経済政策や

財政での失敗や行き詰まりをもたらし

ている」とも記しています。

　同じく社会学の大瀧雅之東京大学社

会科学研究所教授は、「経済メディアお

よびそこへ登場する「有識者」たちは、

いたずらに市民の不安ばかりを煽り立

てるだけで、実感なき景気回復の問題

の所在と地に足のついた解決の方法を

提示する能力もなければ、責任感も見

られない」と、『平成不況の本質―雇用

と金融から考える』［2011 年　岩波新

書］でかなり強く批判しています。

　一般には学者間のタブーのようなも

のがあり、社会学の学者は経済学の学

者を批判しません。しかし東京大学の

社会学の教授の間では、経済学者は見

るに堪えないという雰囲気になってき

ていると私は思います。

　田村秀男・産経新聞社特別記者［元

日本経済新聞社編集委員］が『日経新

聞の真実―なぜ御用メディアと言われ

るのか』［2013 年　光文社新書］で書

いていたことを話します。経済学者た

ち [伊藤元重東京大学教授と経済学者

有志 ]が提言した「震災復興にむけて

の 3 原則」[2011 年 5 月 23 日　日本

経済新聞「経済教室」に短縮版掲載 ]

について、田村記者はデフレ下なのに

復興増税を提言して信じられないと

言っています。そして、その経済学者

がアベノミクスになったとたんに、

2013 年 2 月 2 日　産経新聞に「デフ

レの恐怖、再確認」を発表しています。

これについて、田村記者は「まさに世

渡り上手な御用学者そのもの」と書い

ています。

市場の評価がどこで働くかにより
調達方法が変わるのは当然

　第 6の誤解・曲解・無理解が、大間

違いの公共調達方式です。会計法では

一般競争入札・最低価格が原則であり、

このことが公共事業をゆがめ、社会資

本整備に対する国民の理解をゆがめて

います。

　日本の公共調達では、「一般競争の

例外」として指名競争と随意契約が極

めて特異な調達方式に位置付けられて

います。さらに、予定価格が指名競争

は 500 万円以下、随意契約は 250 万円

以下の工事と規定されています。つま
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り、大原則の一般競争入札から見れば

極めてヘテロドックス［heterodox

　異端の］な調達方法として規定され

ているわけです。

　しかし、調達する内容によっては随

意契約の方がいい場合もあります。

NASA（National Aeronautics 

and Space Administration　アメ

リカ航空宇宙局）の調達でしたら、圧

倒的に随意契約が多いでしょうし、日

本の防衛省もそうかもしれません。し

かし、公共事業では 250 万円以下の工

事にしか随意契約を適用できません。

　例えば、自動車を買う時のルールで

あれば、一般競争でよいでしょう。品

質と価格の両面でバランスがとれてい

ることがマーケットで証明されている

からです。この場合には、最低価格を

提示するディーラーを探すのが最も正

しい経済行動、購入行動です。できる

だけ多くのディーラーに価格の提示を

求め、その中から最低価格で契約をす

る、一般競争入札が正解です。

　しかし、家を建てる場合はそうでは

ありません。建てた家が地震や台風に

耐えられることが証明されるのは、建

設業者の有名無名に関わらず、購入後

です。そのため、安い値段を提示する

業者であれば誰でもいいわけにはいき

ません。信用できるかどうかを考えた

うえで、依頼する業者を探さざるを得

ません。それは、これから建てる自分

の家がマーケットに流通していないか

らです。つまり、市場の評価は購入後

でないと判明しません。

　購入、調達の経済活動においては、

マーケットメカニズムがどこで働くか

によって購入や調達の方法が変わるの

は当然です。購入する以前で働くので

あれば一般競争でよいのですが、後に

働くのであれば一般競争は不正解で

す。この物品調達と公共調達の本質的

な差異を図表 18 に示しました。

図表 18　

一般競争では、
よい仕事で次の受注につなぐという
インセンティブが働かない

　1993 年の［ゼネコン汚職］事件の

後に、直轄まで一般競争入札が原則に

なり、随意契約も指名競争も消滅した

ことは大きな問題だと思います。

　アメリカでもEUでも、調達する内

容に応じて調達方式が決まります。調

達目的物の性質に応じて、最適な手続

きと落札者決定方式を適用することが

世界の原則です。日本のように、一般

競争入札を原則とし、それの例外とし

て指名競争や随意契約、あるいは交渉

契約があるのではありません。

　これを直そうと、脇雅史参議院議員

や佐藤信秋参議院議員が頑張っていま

す。早急に直さないと世界に劣後する

と思います。

　日本はロボット大国ですが、高放射

線下で働くロボットを開発できていな

かったことが、［福島原発事故で］明

らかになりました。これは随意契約を

完全に拒否していたからです。

　国土技術研究センターを支援いただ

いた、黒川和美［1946‒2011］法政大

学教授が生前に「ついにうちの大学で

も随意契約ができなくなりましたよ」

と言っていました。多分、文部科学省

に報告する必要から、私立大学でも随

意契約ができなくなったのでしょう。

　しかし、大学が調達する計測機器が

一般の市場に流通しているものでよい

はずはなく、そのような一般流通の機

器だけで世界を切り開く研究ができる

わけがありません。また、その機器を

つくれる唯一業者であっても、それを

買う人がいない状況になれば、開発を

続けるでしょうか。

　私の経験ですが、ある業者がソフト

ウエアを開発し、ある市からそのシス

テムの導入をしたいと言われ、応募す

るよう求められました。それで、開発

した業者は応募したのですが、市は契

約してくれません。その理由を聞くと、

応募者があなたの会社だけで随意契約

になるため、契約ができないことにな

りましたとの返答でした。

　こんな不思議なことが起こっている

一方で、世界で唯一の技術開発が求め

られています。これでは、世界唯一を

目指すという言葉が上滑りしていま

す。そのようなことで、日本は

NASAのような世界最高水準の技術

の世界をつくることができるでしょう

か。NASAは随意契約を拒否するで

しょうか。契約する内容に応じて契約

方式が変わることは世界的に当然なの

です。

　今の一般競争入札は、「よりよい仕

事をして、次の仕事の機会に結びつけ

よう」という正義のインセンティブが

働かない方式です。よい仕事をしても、

次の受注に関係しないのであれば、監

督の見えないところではできるだけ手

を抜くのが正しい経済行動になりま

す。そんなことになるのが、正しい制

度や政策とは絶対に思えません。
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都市のインフラストラクチャとして
不可欠だった城壁

　最後の 7番目は、社会にはインフラ

が不可欠であることが理解できていな

いことです。それの典型例が、藤原京

から 710 年に平城京へ遷都した際の歴

史教科書の記述です。

　平城京の造営で手本にしたのは唐の

都・長安ですが、教科書では碁盤目状

に道路をつくったことなど、私にとっ

てどうでもよい説明は書いてありま

す。しかし、長安には不可欠だった城

壁を、平城京はつくらなかったことの

記述がありません。

　そのため、中国では悲劇的な大量虐

殺が絶え間なく繰り返され、装置イン

フラとしての都市城壁が絶対に必要

だったことを気づかせる機会を失わせ

ています。それゆえ、例えば中国人と

日本人の契約概念の相違とか、自分の

死生観や宗教観にまで影響する機会も

失わせています。

　中国では都市城壁がなければ暮らせ

なかったのは、大量殺戮の歴史があっ

たからです。これについて、私は何年

もかけて調べ、マシュー・ホワイト

［Matthew White］氏がネット上に

アップしているページを見つけまし

た。

　彼は歴史上、人類が行った歴史上の

大量殺戮のランキングを 20 位まで報

告しています［図表 19］。第 1位の第

二次世界大戦では両陣営で 5,500 万人

も死者が出ています。このランキング

には、中国で行われた殺戮が多く挙

がっています。第 2位の毛沢東は文化

大革命のことで 4,000 万人、第 4位の

廬山の反乱・安史の乱は唐の崩壊時の

安禄山の乱で 3,600 万人、第 5位の明

王朝の崩壊時に 2,500 万人、そして第

6位の長髪賊の反乱は清の太平天国の

乱で 2,000 万人となっています。第 7

位は北米大陸を白人が支配するために

2,000 万人が命を落としています。

　このランキングに日本は単独では現

れていませんが、日本が関与している

のは 1位の第二次世界大戦と 13 位の

第一次世界大戦です。彼の研究で、日

本が単独で現れるのは島原の乱だけ

で、2万人とけた違いに少ないです。

　世界の中で日本人だけが自然災害死

のみです。もちろん紛争でも死んでい

て、関ヶ原の合戦でも 20 万人以上が

戦っているわけですから相当死んでい

るはずですが、その死者数の研究はあ

りません。恐らく東軍西軍の雰囲気で

勝負が決まったからでしょう。

　日本の歴史上の大量死は自然災害死

だけでしたが、朝鮮半島でも中国でも

ヨーロッパでも大量死と言えば虐殺を

伴う紛争死でした。そのため、彼らは

都市城壁というインフラがしっかりし

ていないとだめだと気がつきました。

　現在の西安の城壁は観光施設になっ

ていて、長安時代のそれよりはるかに

小さいと言われています。とはいえか

なり巨大です。同じく中国の平遥とい

う小さい町でも、高さ約 10 ｍの城壁

がほぼ正方形の周長約 6.4kmで囲ん

でいます。韓国にも都市城壁はありま

した。

　唐時代の長安城の城壁は東西約

9.9km、南北約 8.4kmで、東西南北を

囲っています。門は東・西・南側では

各 3つしかなく、夜は閉まります。門

が少ないのは今日の自動車時代であっ

ても不便に感じるでしょうが、何万人

もの人間が安心して暮らすには、都市

を囲む長城が必要であり、城壁の最大

の弱点である門は少なくする必要があ

りました。それを彼らは殺戮が繰り返

される中で経験して知っていました。

　都市をつくることによって人類は文

明を生み出しました。しかし、インフ

ラストラクチャーがしっかりしていな

ければ都市はつくれません。都市の出

現の要件は、工業生産品をつくるなど、

農産物の生産にかかわらない人々がい

ることです。

　シテ（都市）という言葉は、ラテン

語の「壁の内側に人が集まっている場

所」という意味のキウィタス（civitas）

から派生しました。つまりシティーと

かシテという言葉は、壁を内部概念と

して持っています。しかし、日本の都

市にはそれはありません。この壁の内

側という発想は、今のイラクのユーフ

ラテス川の下流域であるシュメールで

都市国家ウル（Ur）が建設された

5500 年前に生まれました。

　彼らは水利設備を持った農耕民族で

した。しかし寒冷化と乾燥化が進み、

山岳民族や遊牧民族からの侵略で命を

落とすことが何回もあったのでしょ

う。そのため、5500 年前に城壁で都

市を囲うようになり、都市国家が誕生

します。

　都市内部には王宮と神殿があり、統

治制度を確立していたと考えられてい

ます。少し時代がくだって、楔形文字

という文字の発明までしています。今

日の世界文明は間違いなく、このシュ

メールを起源としています。図表 19　
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経済成長には
人流や物流の効率化による
労働生産性の向上が必要

　日本と外国のインフラストラクチャ

に対する意識の違いがよく分かる例が

ドアの開き方です。日本はドアが外開

きですが、ヨーロッパもアメリカも中

国も一番肝心なドアは内開きです。日

本では、内側に開いても大丈夫なほど玄

関が広くても、ドアは外に開くのです。

　日常生活の利便性から考えるとドア

は外開きがいいのですが、内開きに比

べてセキュリティーが弱くなります。

アメリカ映画に出てくるような、家族

総出で家具をドアの前に積んで暴漢の

侵入を防ぐには、ドアは内開きでない

といけません。日本にはそんなドアが

必要なかったことが、われわれのイン

フラ観をゆがめている典型と思います。

　さて、日本は人口が減っているから

インフラ整備はもうしなくていいと

か、インフラ整備ではデフレから脱却

できないと、間違った意見を持つ人が

います。

　GDPの定義は先述しました。もう

一つ違う示し方をすると、GDPとは

労働人口かける 1人当たり労働生産性

です。今後、男性労働人口は減る可能

性が高く、意欲ある高齢者や能力のあ

る女性がより参画できる社会を急いで

つくらなければなりません。それと同

時に 1人当たり労働生産性を上げる必

要があります。

　そのためには人や物の流通を効率的

にすることは、当然必要です。人口が

減るから道路をつくらなくていいので

はなく、人口が減るからこそ、今まで

の1日 5軒のデリバリーを1日 10軒に

できる環境をつくらないといけません。

　わが国の労働生産性は決して高くな

く、上げる余地がまだあります。2011

年の 34 カ国を対象とした労働生産性

の国際比較［図表 20］では、日本は

19 位でした。まだわれわれは労働生

産性を上げることができますし、それ

によって経済成長が可能だと思ってい

ます。

　7つの誤解、曲解、無理解について、

私の意図を少しはくみ取っていただけ

たのではないかと思います。

　最後に、ご静聴への感謝とともに、

長い間当センターの理事長として皆様

方にお世話になったということに、あ

らためて感謝申し上げます。今後は谷

口時代の国土技術研究センターになり

ます。国土の有効利用、適正管理に寄

与する国土技術研究センターであり続

けたいと思っています。ぜひ皆様方の

厳しいご指導と優しいご支援をお願い

しまして、本日の私の講演の締めとい

たします。

図表 20　


